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小池洋平『「奴隷的拘束禁止」の憲法上の意義
――アメリカ合衆国憲法修正第 13 条はなぜ奴隷制を廃止したのか――』
１ 本論文の主題
本論文は、日本国憲法 18 条や、その規範的モデルとなるアメリカ合衆国憲法修正 13 条
（以下「修正 13 条」という）に規定された「奴隷的拘束」の禁止に光を当て、修正 13 条
制定に先立つ時期における反奴隷制思想やその時期における人権思想のあり方を検討する
ことによって、「奴隷的拘束禁止」の規範内実を明らかにすることを狙いとする。
この「奴隷的拘束禁止」条項は、日本国憲法の中でも特殊な位置にある。一方において、
奴隷制が様々な根本的な意味において基本的人権を根本的かつ深刻に否定するものであり、
奴隷制の中においては必然的に各種の人権侵害が重層的に生じるがために、奴隷制を制度
として容認する余地のないことはあまりに当然のこととされている。しかし他方で、この
直感の中には様々な理論的未解決点が含まれており、これまで日本において形成されてき
た憲法理論の中では、この当然とされることの内実には不明確な点が少なくない。
一つは、「奴隷的拘束」という形容詞付き概念の定義に関わる。何をもって奴隷的と呼ぶ
のか。国内には奴隷的拘束と呼ばれるべきものは存在しない、というのが広く共有されて
いる法運用者の現時点における認識であろう。しかし、国際的な人権保護の運動において
は、日本は人身取引（Human Trafficking）被害者の滞在国として指摘されることも多い（こ
のことは、本論文の序においても意識されている）。日本国憲法 18 条の運用上採用されて
いる「日本に奴隷はいない」という認識は、人身取引被害者に対する保護の懈怠を正当化
する役割を果たすことになる。また、他国から連れてこられるケースの他にも、国内にお
ける不本意な就労の一部に純粋に本人の自由な意思決定に基づくものでない場合が含まれ
ないのか。この点については調査が行われることもない。こうした問題を検討するための
憲法理論上の手がかりは、従来の理論の中には、ほとんど存在していない。
もう一つは、「奴隷的拘束禁止」条項の名宛人に関わる未解決の問題である。憲法規範が
第一義的に国家を名宛人とし、憲法上の人権規定も国家による人権侵害行為の禁止を第一
の規範内容とすることは当然とされる。したがって、国家が奴隷を保有し、奴隷を搾取し
てはいけない、という規範が憲法上導き出されることに異論はない。しかし、「奴隷的拘束
禁止」条項が憲法に置かれる意味は理論的に言って上記の直接侵害の禁止に尽きるもので
はあり得ない。少なくとも、私人によって運用される奴隷制を法律上の制度として認めて
はならないという、民法・労使関係法の根本的な制度的原理としての「奴隷的拘束禁止」
が憲法上実定化されていることは明らかであろう。さらに、違法な形で行われる「奴隷的
拘束」に対しても国家が保護を及ぼし、被害者の救済を行わなければならないという、い
わゆる国家の基本権保護義務に関わる規範内容が想定される。その観点において、〈日本国
2憲法が私人をも名宛人としている〉という命題が憲法理論上提起されることも少なくない。
しかし、基本権保護義務に関しては、それを否認する理論なども存在する中、「奴隷的拘束
禁止」条項が展開し得る様々な憲法規範の正確な整理に関してまとまった学説形成が行わ
れることは、これまでの憲法理論の中ではほとんどなかった。
このように、本論文が対象とする「奴隷的拘束禁止」条項は、極めて現代的な様々な論
点が集中する結節点でありながら、理論的にはこれまで文理解釈と、その背景として合衆
国憲法修正 13条の存在を指摘するに留まる歴史的解釈によって十分な解釈結果が得られる
ものと捉えられ、それ以上の掘り下げが行われることのほとんどなかった素材といえる。
ここには、極めて大きな欠落点が存在している。
本論文は、そのような理論状況の中において、修正 13条（1864年連邦議会可決、1865
年必要数州の批准により成立）の制定過程における論争や、その論争の基礎にあった 1830
年代の奴隷制廃止論によって提起された問題、その奴隷制廃止論と奴隷制擁護論との論争
の成果等を検討することにより、修正 13条の成立過程において踏まえられていた規範内容
や、その規範内容を成り立たせるために修正 13条がもたらした合衆国の憲法構造における
転換などを明らかにし、それを通じて、現代における「奴隷的拘束禁止」条項をめぐる議
論において踏まえるべき基本的認識の整理を再確立しようとするものである。
２ 本論文の構成
上記のような目的を達成するために本論文は、序章、第 1 部から第 3 部、終章から構成
される。
まず「序章」は、「奴隷制は過去の問題か」という問いに始まり、Human Traffickingの
問題まで及び得る現代的な問題の広がりを指摘しながら、そうした課題に応え得る状況に
ない日本の憲法学における憲法 18条解釈の現状を確認し、その現状を打破するためにもう
一度合衆国憲法修正 13条制定の時期に立ち戻って議論を整理しなおす必要が指摘される。
続いて「第一部」（第 1章～第 4章）では、奴隷制廃止論が影響力を持ち始める 1830年
代から南北戦争までの時期に提起された奴隷制廃止論の主張内容や推論根拠などを検討対
象とし、廃止論が想定していた〈なぜ奴隷制は許されないのか〉の理由を明らかにする。
それに対して「第二部」（第 5章～第 7章）では、奴隷制擁護論の推論構造を分析すること
による奴隷制廃止論との切り結び方を確認し、さらに奴隷制容認を打ち出した当時の連邦
最高裁判所の判決を位置づけることで南北戦争前の論点配置と、それを越えるために内戦
と憲法修正が必要であった理由を明らかにする。さらに「第三部」（第 8 章～第 10 章）で
は、州内の奴隷制のあり方を規律する各州の権限を乗り越えて南部離脱後の連邦が規律を
及ぼし始める南北戦争開戦期以降、修正 13 条が成立するまでの時期を扱い、修正 13 条を
支えた実質的な禁止内容や、禁止された「奴隷制」の意義を明らかにしなおすとともに、
連邦が奴隷制を禁止することの意味を明らかにする。そうした考察を踏まえて、「終章」に
おいて本論文の到達点を整理しなおすとともに、それが「奴隷的拘束禁止」条項の内容と
3して、日本国憲法の解釈において持ち得る意義を確認し、考察を閉じる。
本論文の章建ては以下の通りである。
序章 「奴隷的拘束」の意味を問う意義
１. 奴隷制は過去の問題か？
２. 日本の憲法学における学説の整理
３. 修正第 13条研究の持つ可能性
４. 本論文の構成
第１部 なぜ奴隷制が許されないのか
はじめに
１. 植民地法と奴隷制
２. 建国期における奴隷制
３. 合衆国憲法制定後の繰り返された妥協
４. アンテ・ベラム期の反奴隷制論者の分類
第１章 合衆国憲法への異議申し立て人William Lloyd Garrison
１. 反奴隷制論へのコミットメント
２. Garrisonの反奴隷制論
３. なぜ奴隷制が正当化されないのか
４. Garrisonによる憲法への挑戦
５. 小括
第２章 制憲期の常識破壊者 Lysander Spooner
１. 財産権を尊重する気風
２. Spoonerの憲法的反奴隷制論
３. 人間所有の否定と労働の成果を享受する権利
４. 小括
第３章 憲法的反奴隷制論者 Salmon P. Chase
１. 州権理論問題と逃亡奴隷問題
２. 奴隷制の拡大を阻止するために
３. Chaseの自由労働観念
４. 小括
第４章 平等主義的・憲法的反奴隷制論 Charles Sumner
１. Sumnerの立ち位置
２. 反奴隷制論者 Charles Sumner
３. Sumnerの反奴隷制論
第１部のまとめ
4第２部 奴隷制を正当化する理論
第５章 奴隷制の基本書執筆者 Thomas R. R. Cobb
1. 奴隷制擁護論者としての Cobb
２. Cobbの奴隷制擁護論
３. 奴隷の法的地位を巡る反奴隷制論との対立
４. Cobbの奴隷制擁護論における州権問題
第６章 奴隷制の社会的正当化 George Fitzhugh
１. 奴隷制と自由は対立するのか？
２. 奴隷主の世界観の解説者 George Fitzhugh
３. Fitzhughの奴隷制擁護論の目的
４. 反奴隷制論との対決
第７章 奴隷制とアメリカ合衆国最高裁
１. 悪名高き Dred Scott判決
２. 事案の概要と論点整理
３. Dred Scott判決と反奴隷制論の緊張関係
第２部のまとめ
第３部 修正第 13条制定へ
はじめに 南北戦争と奴隷制論争
１. 連邦離脱という危機の時代
２. 妥協の模索
３. 南部連合国憲法
第８章 反奴隷制憲法理論の連続と変容
１. 連邦議会の権限を巡る変化？
２. 奴隷＝財産という理解の連続性と揺れ動き？
３. 南北戦争と自由労働
４. 小括
第９章 修正第 13条における奴隷制廃止の意味
１. 修正第 13条の審議過程
２. 修正第 13条審議の内容
第１０章 「再建」の論理と州権理論
１. 「再建」と連邦議会権限問題
２. 修正第 13条制定反対派の理論的根拠
３. 修正第 13条制定支持派による応答
第３部のまとめ
終章 「奴隷的拘束の禁止」の憲法上の意味
１. 本論文の到達点
5２. なぜ人間を財産として扱ってはならないのか？
３. 自らの労働の成果を享受する権利
４. 日本国憲法第 18条前段の「奴隷的拘束」の意味
３ 本論文の内容
序章において、本論文の全体にわたる問題提起が行われ、具体的な検討素材の特定が行
われる。すなわち、「奴隷制は過去の問題か」という問いに導かれて「奴隷的拘束禁止」と
いう憲法規範が現代社会の中で持ち得る意味を示唆した後、その状況において課題を残す
日本の憲法学における理論状況が確認され、その状況を打破するために、「奴隷的拘束禁止」
条項の解釈において基盤となり得る歴史的・思想的なモデルの形成が急務であることが説
かれる。そのための素材としてはアメリカ合衆国憲法修正 13条の制定過程における議論の
検討が重要となる。実際に、修正 13条の制定までに行われてきた議論の中に、人間の自由
とは何かに関する重要な思想的問題など、基本的人権の体系にとって重要な基盤となる核
心的論点が横たわっており、修正 13条の制定において一つの決断が下されたこと、それが
連邦憲法の修正として下されたことによって、個人－州－連邦の関係においても新たな制
度的出発点が記録されたこと、などが確認できる。こうした理由から、本論文は修正 13条
制定過程およびそこに直接の影響を及ぼす1830年代以降の反奴隷制論が提起した論争の分
析を手がかりとして、「奴隷的拘束禁止」条項を解釈するための前提となる基礎的理念モデ
ルの形成と整理を行うものとする。
第 1 部 本論の最初となる第 1部においては、1830年代以降の反奴隷制論の思想内容
を検討し、〈なぜ奴隷制が許されないのか〉に答える規範的推論モデルを整理する。その際、
William Wiecek による重要な先行研究が提唱した、反奴隷制論をギャリソン派、急進立憲
主義、穏健立憲主義に分類する枠組を一応の前提にしつつ、その三者、あるいはその中の
二者における共通点に光が当てられるような検討の視点が採用されるべきものとされる。
そして、建国期における「すべての人は等しく創られた」ことを「自明の真理」として宣
言する独立宣言と容認された奴隷制という矛盾、その矛盾を含み込む形で作られた合衆国
憲法の条文で明示はされないけれども意識はされる奴隷の存在、などといった議論の前提
条件を整理した上で理論の検討に入る。第 1 章は、合衆国憲法を奴隷制容認のための文書
と見て、この合衆国憲法を乗り越えて奴隷制を廃止しなければならないと唱えるギャリソ
ン派の代表格として、言論人として極めて重要な反奴隷制の論陣を張った William Lloyd
Garrisonの議論を検討する。そこでは、彼が合衆国憲法に代わって、「自明の真理」を宣言
した独立宣言を規範的基礎に置き、自由と人権を核とした共和主義を実現する人々の義務
を説いていたことが確認される。それに対して第 2 章で取り扱われる急進立憲主義におい
ては、反奴隷制の理由は共有されるが、合衆国憲法が奴隷制を容認していないどころか、
自覚的に否認し、禁止しているのだという立場に基づいて立論が行われる。その最も代表
的な論者としての Lysander Spoonerの所説に対して立ち入った分析が加えられるが、人間
6が「財産」ではあり得ず、人間は自らの労働の成果を自ら享受する権利があるという法的
な考察が――理念を一部 Garrisonと共有しつつ、むしろもっと自然法的な理論枠組の上に
位置づけられたものとして――展開される。その後の章では、合衆国憲法が奴隷制を容認
も否定もせず、州の規律権限の対象としているものと考える穏健立憲主義の反奴隷制論が
検討される。第 3 章では、反奴隷制論を軸として共和党が結党される際の重要な理論的支
柱を提供し、後には合衆国連邦最高裁の長官等を務める Salmon Chase のこの時期の反奴
隷制論を検討する。第 1 章・第 2 章で検討した論者よりも戦線を縮小して、特に合衆国憲
法が直接に妥当する連邦直轄地において奴隷制を法律上認められるかどうかを軸に展開さ
れた議論の中で、合衆国憲法修正 5 条のデュープロセス条項において保障されていた個人
の自由が奴隷制と相容れず、その基礎には労働の成果を自ら享受する権利が置かれていた
ことが確認される。時期が進むと Chase の憲法解釈は、自由土地党、後に新たに設立され
た共和党の綱領にも大きな影響を与えていく。最後に第 4 章では、自由土地党・共和党で
Chaseと行動を共にした Charles Sumnerの見解を取り上げ、同時期の穏健立憲主義的な
反奴隷制論において、自らの労働の成果を享受できない奴隷制の存在が全般的に労働一般
の価値を減じることを軸とした、自由・労働・共和主義の枠組のモデルが形成されてきた
ことを明らかにする。こうした考察を経て、論者によって位置づけに相違があるものの、
基本的には共有された自然的な個人の対等な地位としての人権、その直接の帰結として人
が「財産」の対象であり得ないとする認識、またそこと表裏一体を形成する自らの労働の
成果を享受する権利が、南北戦争前のアメリカにおける反奴隷制論の基本的な規範枠組で
あったことを明らかにする。
第 2 部 こうした考察を受けて第 2 部では、奴隷制擁護論に目を転じ、現在の目から
見て当然に思われる奴隷制廃止論がなぜに直ちに支配的にならなかったのかを検討する。
まず第 5 章では、南部で奴隷法の権威として認められていく Thomas Cobbの理論を検討す
る。その中では、奴隷が純粋な「財産」として扱われ（完全奴隷制）てはおらず、「財産」
としての側面と人としての側面を併せ持つ存在とされ（通常奴隷制）、また、当時共有され
ていた黒人は人間としての能力において劣等であるという自然科学的認識に対応した黒人
保護の枠組として奴隷制が正当化されるとものとされていた。こうした理論を踏まえれば、
奴隷制は、少なくとも州が明示的に禁止していない領域では認められるべきものだと論じ
られる。同様に第 6 章で検討される、奴隷制擁護論の重要な論者 George Fitzhughも、奴
隷制自体が正当化可能な制度だと論じる。その際の正当化の根拠は、もはや社会契約説的
な自然法ではない。それとは異なり彼は、共同体的な人間本性を想定し、また自由競争理
念における無制約の搾取が奴隷制以上の悪を生じさせるものとした。人間性の欠如した資
本の下における自由労働者よりも、慈愛と保護の下にある奴隷の方が人間的な存在として
描かれていく。当時の奴隷制をめぐる論争が、根本的な社会のあり方に関わる規範モデル
の選択をめぐるものとして提示されていた構造が明らかにされる。さらに第 7 章では、連
邦直轄地において奴隷制を禁じる権限が連邦にないと宣言する形で、穏健立憲主義的な反
7奴隷制論の根本的な法的・政治的命題を否定する、1857年に連邦最高裁判所が下した Dred
Scott判決が分析される。この判決は、奴隷は奴隷主の財産であり、その財産を法律が奪う
ことは合衆国憲法修正 5 条のデュープロセス条項によって禁止される、とする立場を打ち
出した。奴隷制擁護論における妥協的な定式をも乗り越えて奴隷の人間としての側面を否
定し、奴隷主の権利のみを一方的に構成し、それを不可侵のものと宣言するこの判決は、
穏健立憲主義的な反奴隷制論と奴隷制擁護論が奴隷州の州権を確保して連邦法レヴェルの
多数決に基づく州への介入を限定し、それによって一定の棲み分け的な妥協を確保しつつ、
連邦直轄地での扱いに争点を限定させようとする論点の縮小を全否定する形になった。こ
の判決が南北戦争の直接的なきっかけでないとしても、一つの要因となったことを本論文
は確認する。
第 3 部 続く第 3部では、Dred Scott判決で対立が先鋭化し、1860年の大統領選挙に
おける共和党の Lincoln候補の当選、南部諸州の連邦離脱、その後の北部諸州の議員によっ
て占められた連邦議会による、反乱に加担した者の財産を（奴隷を含めて）没収する財産
没収法、南北戦争の終結と修正 13条の制定、と進む歴史の中における奴隷制の位置づけが
分析される。第 8 章では、特に第 1 次、第 2次の財産没収法が検討される。これは財産没
収法が、奴隷＝「財産」という定式を否定し、即時無償奴隷解放という方策に続く理念を
示唆する意味を持ちながら、他方で南部に対抗するための戦争法という側面の下で、実は
北部に留まりつつ奴隷を認めていた州における奴隷主の権利を温存（あるいは解放にあた
っての損失補償を想定）する、妥協的な法律であり、奴隷が人間であることを認めた場合
に想定される法構造をめぐる争いの端緒となったものだからである。無償解放を批判して
有償解放にこだわった Lincoln大統領が最終的に 1863年 1月 1日、南部諸州の無償による
奴隷解放を宣言することになるが、その宣言も妥協的だった。奴隷制を廃止する権限は連
邦にはない、とする前提が共有されていたし、だからこそ修正 13条が必要になった。その
後の二つの章は、この修正 13条の制定過程を分析の対象とする。第 9 章は、修正 13条の
制定にあたって下された決断のうち、主に実体的な側面、なぜ奴隷制が許されないのかに
関わる規範理論を扱う。様々な原案が示され、その中で最終案ができあがっていく過程の
中で、「平等」という規範の明示が修正 14 条段階まで先送りされ、むしろ労働の成果を享
受する権利が奴隷制否定論の軸とされていったことが明らかになる。また、この労働の成
果を享受する権利は、当時の共和制のあり方とも結びついていた。続いて第 10 章では、す
でに連邦憲法の中に埋め込まれていた共和政体保障条項が、州における奴隷制を否定する
連邦の権限を確立する上で重要な役割を果たしたことが明らかにされる。「すべての人」に
対して人権保障を効果的に保障することによって共和制を実質化することが連邦の権限あ
るいは任務に属することが改めて合意され、その任務に奴隷解放が含まれることとされた
のである。
終章は、上記の議論を整理しなおすとともに、修正 13条によって奴隷制が否定された際
の権利論的核心は、「自由」を語る際に人が「財産」の対象ではあり得ないこと、そしてす
8べての人が自らの労働の成果を享受する権利を有することに置かれていた点を強調する。
その点を踏まえた場合に、日本国憲法 18条の解釈においても、現在の様々な問題に切り込
むための一定の道具建てが整う部分が認められる。ただ、特に黒人奴隷をめぐる当時の状
況を離れ、自らの労働の成果を享受する権利の現代的な射程を考えるにあたっては、その
後の労働観の変化や現代における人権基礎理論の再吟味等の問題が残ることが示唆され、
今後の課題が明らかにされる。
４ 公聴会における質疑応答
公聴会においては、字句に関わる修正点を確認し、審査対象を確定された後、以下の質
疑応答が行われた。
(1) 最初に問われたのは、日本国憲法 18条と合衆国憲法修正 13条の関係に関わる問題で
あり、後者を前者の「モデル」とする本論文の記述の根拠と趣旨、そして明治憲法下で遊
郭等に存在していた身分的拘束関係が日本国憲法 18条の制定に影響を与えた可能性につい
ての評価についてであった。この点について申請者は、日本国憲法 18条が占領軍総司令部
から提示されたマッカーサー草案（1946年 2月 1日）17条に直接の淵源を有し、そこにい
う“bondage”に当時実務上存在したものが含まれて構想されていたことは承知しているが、
総司令部案にも修正 13条の影響があり、またその後に政府案が作られる段階で文言上は修
正 13条に接近する過程が見られること、政府案に対する帝国議会における審議においても
金森大臣から禁止内容として奴隷をまず想定し、次に奴隷的なものを考えるという構造で
18 条の内容が提示されていることなどからも、日本国憲法 18 条の成立に合衆国憲法修正
13 条の影響が一つのモデルとして及んでいることは否定できないと考えている旨の回答が
あった。
(2) 第二に、伝統的に憲法 18 条は人身の自由との関連において把握されことが多かった
が、その点は本論文によって否定されるのか、あるいは複合的権利と捉えられているのか
が問われた。それに対して申請者は、複合的権利と捉え、それによって、人身の自由が 31
条以下で保障されることに対する条文構造上の飛躍に関わる問題が相対化されるものと理
解しているが、本論文は日本国憲法 18条解釈において踏まえられるべき比較憲法史的な背
景を分析することを旨としており、18 条の規範内容を体系的に提示するには至らなかった
ことが回答された。
(3-1) さらに、比較憲法史的な視点から、女性の権利が発展する過程との関連が問題とさ
れ、19 世紀における女性の権利を求める運動と反奴隷制の思想的関連が問われた。これに
対して申請者は、女性参政権運動と反奴隷制運動においては、同じ論者が両方の論点にお
いて積極的に発言していることが多く、思想的な連続性は明らかであること、その際には、
女性の場合には売り買いの対象でないとしても、家父長男性によって財産を管理される独
立性を欠いた存在として扱われていた状況を踏まえ、「財産ではなく人である」という観点
が重要であった点が指摘できる、また、白人女性と黒人女性を同じ「女性の権利」で語る
9ことの意味も限定されていた当時の状況を踏まえると、奴隷解放後を併せ考察しないと女
性の権利との接合は難しく、その時期を扱う次の研究課題の対象としたい、との回答があ
った。
(3-2) この点についてはさらに、現代においても家庭内アンペイドワークが女性に集中し
ている状況との関係において「労働の成果を自ら享受する権利」を構想することの比較憲
法史的あるいは憲法解釈上の意義について問われた。この点につき申請者は、家父長制と
基本的人権というのは重要な素材であることは意識しているが、1830 年代から修正 13 条
制定に至る過程のアメリカでは、まず奴隷制という巨悪を取り除くことに向けて勢力が注
がれており、本論文でもその文脈で「労働の成果を自ら享受する権利」に着目しているの
であって、アンペイドワークに関わる論点についても、次の歴史的段階に関する研究が進
んでから改めて整理したい、との回答があった。
(4) 比較憲法史的な財産権の位置づけとの関係で、奴隷解放に補償が必要か否かの論争に
関して、たとえば日本国憲法下の問題として学説の一部で近代的財産制度確立のための財
産没収に補償は不要であり、農地改革がそれに当たる旨の主張もなされているが、Garrison
派などの補償不要論は同じ文脈で捉えられるべき「近代的財産制度」論なのかの問いがあ
った。この点につき申請者は、近代的財産制度と封建的財産制度という区分けが当時の議
論の中で意識されていたわけではなく、むしろ自然法的に認められるべき財産権の内容に
関わる観点の下で論争されていたものと理解している旨の回答があった。
(5-1) さらに比較憲法史的な「自由な労働」概念の位置づけに関して、それが 20 世紀初
頭のアメリカで契約の自由を絶対視した自由放任主義的な競争政策を正当化するイデオロ
ギーとして用いられ、熟練労働者の自律に関わるものと理解された共和主義と対立的なも
のと位置づけられる中で、修正 13条がある種の労働者保護的な色彩をもって対置された経
緯があることから、「労働の成果を自ら享受する権利」を軸とした「自由な労働」を核とす
る経済秩序とアメリカ共和主義の整合性について質問がなされた。その点に関しては、「自
由な労働」が熟練技術を持った者を前提に語られた時期と、労働力以外に売る者のない非
熟練労働力を前提に語られる時期・地域で思想的帰結に関して一貫しないものが生じてき
た現状があり、特にこの点は、解放された奴隷と白人貧困者が労働市場に大きな位置を占
める解放後の時期における「自由な労働」概念の発展の中で思想的に重要な貢献がなされ
ていくため、次の歴史段階に関わる研究の課題としたい旨の回答があった。
(5-2) 憲法思想史的な観点では、Salmon Chaseらの運動が「共和党」へとつながってい
く点、そして修正 13条制定にあたって共和制保障条項が意味を持ち、自由・労働（成果の
享受）・共和主義という三位一体が唱えられた点などを踏まえた場合の、19世紀前半アメリ
カにおける「共和主義」概念の統一的な定義が可能であるかの質問があった。それに対し
て申請者は、共和主義と呼ばれるものは、反奴隷制に関わる文脈に限ったとしても極めて
多様な規範や原理を含む複合的なものであり、論者によって異なる定義と理解がなされて
いるのが現実であって、少なくとも法的な観点において統一的な定義は難しく、連邦憲法
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上の共和国保障条項への依拠にしても厳密な演繹的解釈を経たものというよりは政治的な
アピールとして理解すべき側面がある、との回答があった。
(7) 最後に、John Locke 的な労働価値説に基づく社会契約論の体系がアメリカにおいて
どう受容されており、アメリカにおいて「自然法的な権利」がどのようなものとして位置
づけられていたかの包括的な言明は可能であるかの質問があった。この点に関しては、
Lockeの理論は独立宣言に理念的に吸収された部分があり、従って、独立宣言に依拠して論
を立てる限り、自然法的であり、かつ法実証主義的に、一定の規範を前提にできる状態で
あったこと、それがたとえば「自明の真理」への依拠において想定されている事態であっ
たことが指摘され、かつ、労働価値説そのものについては独立宣言に吸収されず、だから
こそ自由や共和制などの上位の原理と接合させる形で重要な秩序上の観点として打ち出さ
れていたことが理解できる旨の回答があった。
５ 本論文の評価
冒頭に記したとおり、奴隷制は過去の問題とは言えず、「奴隷的拘束」の下における搾取
の中で不当なものを見分けるための基準については、現在においても重要な法的課題であ
り続けている。にもかかわらず、「奴隷的拘束」とは何か、過去に存在していた奴隷制が人
権侵害であったのはいかなる理由によるものか、という問いに対する立ち入った省察は、
世界の憲法史研究を見ても、必ずしも多くの成果を産みだす活発な議論の対象となってい
る流行のテーマではない。特に日本においては、憲法 18条に「奴隷的拘束」禁止条項が定
められているにもかかわらず、その解釈論上の意義についてはとおり一遍の文理解釈が行
われるに留まる傾向があり、憲法史・憲法思想史に遡って正確な位置づけを行おうとする
憲法学上の試みは極めて乏しい。
こうした状況の中、本論文は、1830年代以降の反奴隷制論の内容的分析から始まって修
正 13条制定に至る議論を対象とした、日本の憲法学の中では初めてともいえる本格的な研
究として、極めて大きな意義を持つものである。そこでは修正 13条制定過程の議事録を読
むだけでなく、議論の出発点をとりあえず 1830年代に設定し、今となっては当然の主張を
しているようにも見える反奴隷制論の内容を丹念に分析して、それぞれに異なった思想的
背景から、異なる原理に重点を置いた独自の推論が形成されていたことが明らかにされ、
なぜ奴隷制が許されないのかに関わる複数の規範モデルが抽出され、そのモデルのどの要
素が現代に至るまでどのような射程において影響力を持っているのかが明らかにされる。
こうした形で、現在の基本的人権に関わる理論が成立期においてどのような規範複合の中
に埋め込まれて成立したかを明らかにする作業は、現在の法的推論を無意識に規定する推
論要素に自覚的であり得るために極めて有意義であり、現在の法理論に対して質的充実を
図る上で大きな貢献となる。
実際に日本の憲法学においては、奴隷制を理解する際に直感的に暴力的な身体拘束をも
って本質とするような、必ずしも理論的に根拠づけられていない見方が基礎に置かれるこ
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とが多い。日本国憲法 18条における「奴隷的拘束」が身体拘束のあり方をめぐる概念と受
け止められることが多いのも、基礎に置かれた直感的な奴隷制理解と無縁ではなかろう。
しかし、本論文が描き出したのは、1830年代以降のアメリカにおいて奴隷制が根本的な人
権侵害であるという認識が広がり、南北戦争後に連邦憲法修正 13条が奴隷制を禁止する際
に基礎に置かれてきた最も本質的な規範理論が、奴隷制において「人間が財産として扱わ
れること」と「自らの労働の成果を享受する権利が構造的に否定されること」の二点を中
心に置いて組み立てられたものだったことである。こうした憲法史的認識は、従来の日本
の憲法学において紹介されることの少ない新たな観点であるが、しかし同時にこの認識は、
コロンブスの卵のように、提示されれば直ちに説得力を持ち、無理のない形で関連する様々
な原理との関係における体系の見直しを促し、比較法的素材を理解する上での基礎として
大きな有用性を展開していく、そうした性格のものである。
こうした認識を導き出す際に、本論文においては、当時の理論家たちの業績を丹念に読
みこなし、また奴隷制史研究等に関わる現代における位置づけを正確に把握することによ
って、学問的に極めて着実でありながら、独創性の高い研究が遂行されている。アメリカ
歴史学の中では非常に重要な素材に関わる研究であるが、過去から現代に至るまで、バラ
ンスの取れた、必要な範囲において網羅性の確保された丹念な文献研究が行われている。
また、本論文の推論過程から逸脱するために考察から除外された一部の歴史素材（たとえ
ば、Dred Scott 判決に対する判例史研究など）に関しても、その選択は自覚的であり、研
究目的との関係で正当性が認められる。先行研究との着実な対話等に見られる学問的な手
続の点における水準も、極めて高い。
そうした信頼性にも基づき、本論文で打ち出された視点は、本来、現代的な問題を分析
するための貴重な手がかりとなり得るものである。憲法 18条の「奴隷的拘束禁止」条項の
解釈は、たとえば人身取引被害者を搾取する関係を直ちに司法的に非合法化し、前借金な
どから解放することを通じた救済を提供することの憲法上の根拠となり得るものであり、
具体的に搾取に苦しむ人々に対して救いの手を差し伸べる理論体系でもある。本論文にお
いて直接に帰結が引き出されていないとしても、規範的手がかりがわかりやすい形で提示
され、体系的・構造的に理論化されたことの実践的な意味は非常に大きい。現在でも数多
くの不当な搾取関係が存在し得る現在の日本において、本論文によって、法的発展を導く
上で欠かすことのできない認識が獲得された。
このような本論文の意義にもかかわらず、公聴会の質疑応答等にも一定程度反映すると
おり、本論文には一定の不十分な点があることも否定できないところである。
まず、評価の最後の点と結びつくが、本研究においては憲法 18条の解釈に関わる帰結が
必ずしも明示的に引き出されていない。「人間が財産として扱われること」と「自らの労働
の成果を享受する権利が構造的に否定されること」の二点は、実際の社会関係の中に置い
た時、具体的にどのような関係性を権利侵害と捉えることになるのか。本研究においては、
歴史研究の中で獲得された理論モデルが、あくまで特定歴史段階において、当時のアメリ
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カの法構造を前提に初めて機能する理論モデルとして位置づけられており、普遍的な文脈
に置き換えた時の意味合いに関する検証に紙幅が割かれていない。このことは、本研究の
成果を現実社会に応用する際には弱点となり得る。
第二に、歴史的文脈の中においても、「人間が財産として扱われること」と「自らの労働
の成果を享受する権利が構造的に否定されること」といった権利侵害性の基準は、あくま
で奴隷制に対する否定的評価を導く範囲において検討されるに留まり、同様の原理を想定
した場合に当時の家父長制的な財産・家族関係に対してどのような理論的インパクトがあ
り得たのか、たとえば女性・子どもなどの（当時は認められていなかったし、現在におい
ても様々な差別がある）権利構造において当時の段階でどのような問題提起がなされたの
か、などといった考察が深められてはいない。そのため、各論点は、あくまで奴隷制廃止
に向けた政治的言説の中におけるアピール・ポイントとして位置づけられており、一般化
されて適用される権利言説への昇華が十分に行われているとは言えない。
第三に、「労働の成果を享受する権利」を軸に組み立てられた共和主義的な労働モデルが
社会を支えるものとして打ち立てられることになり、それが南部の奴隷農場における財産
関係と対置される過程が描き出されるわけだが、そこで実際に選択された原理が熟練技術
を持たない白人との関係でどのような意義を持つものであったのか、その後の自由放任が
強まる時期を経た後の福祉国家段階で産みだされる労働者保護の視点に向けた種が再建期
になにがしかの形で組み込まれていたのか、などといった問いが本論文の対象から生じ得
る。こうした、社会の基本的労働観の選択が行われたことの意義に関する分析を深めるこ
とは不可能ではなかったろう。このことも、本研究の中で獲得された規範理論の有用性に
関して限定を加えることになる。
最後に、「労働の成果を享受する権利」は、財産に対する関係を考える際の原理的出発点
としての位置を有する命題であるが、この命題の法理論的な意義が本論文ではなお全面展
開されるに至っていない。啓蒙思想家としての John Lockeも、それに続く建国期アメリカ
の論者たちも、一定の労働価値説を踏まえて天賦人権思想を説くものであったが、そこに
おける「財産」とはいったいどのような本質のものであるのか。奴隷が「財産」の対象で
あるか否かの論争は、まさに財産たり得るものの範囲に関わる根本的な問題であり、本研
究が対象とする時期の論争によって人権としての財産権の内容に大きな決断がもたらされ
たはずである。それ以前の財産権論の何がどう修正されたのか。本研究の素材の中には、
その点に関する答えも隠されているはずであり、その部分を正確に抽出することに成功し
なかったのは一つの欠落点と言える。
ただ、このような不十分な点が存在することは、必ずしも本研究の意義を減ずるもので
はない。むしろ、こうした欠落点が意識されることこそ、本研究の成果が持ち得る射程の
大きさを説明するものと言える。公聴会において、いくつかの問題が今後の課題として提
示されているように、反奴隷制論をめぐる 1830年代から 1860年代までの過程は、連続す
る流れの中の一断面でしかない。歴史研究に着手するために、一定の時期区分を受け入れ
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た出発点の確定が必要であるが、その時期の議論は当時の条件に規定されているため、そ
の時期の議論だけから得られる命題の普遍化可能性にはおのずと限界がある。それ以前の
時代、それ以降の時代を併せ検討することにより、変化の中において一つの規範構造が一
貫して打ち出す方向性が認識可能になり、直接に現代にも有用な規範理論の基礎を定める
ことができるようになる。そうした点において、たとえば財産権の位置づけ、家父長以外
の家族メンバー、たとえば女性や子どもの権利の位置づけ、非熟練白人労働者の労働の位
置づけ、などといった関連論点は、特に本研究の対象とされた時期に続く再建期以降の展
開によってもっと表面的に議論を規定する要素となっていくものであり、今後、申請者が
対象時期を広げていく中でさらに確実な研究成果が打ち出されることの期待できるもので
ある。現代における「奴隷的拘束」の定義問題に関しても、そうした継続的な研究を踏ま
えて、より確実な規範的手がかりが想定できる。上記において欠落点として意識されたも
のは、まさに、本研究における萌芽を大切に育てていった先に、スケールの大きい研究成
果が達成できることを示すものであり、外在的な要望として本研究の価値を支えるもので
あると言える。
このような点を総合的に考慮すると、本論文は、正確な研究手法に基づき、独創性が高
く射程の大きい新しい理論体系を強い説得力をもって構築し、憲法学・比較憲法史学の発
達に大きく貢献し、財産と労働をめぐる今後の議論にも大きな影響を与える、極めて重要
な業績と認められる。これを、「社会科学研究科博士学位審査基準」にいう観点に照らし合
わせた場合、①「着眼点、方法、内容、結論等におけるアイディア、独創性」に関して一
貫した高い独創性の理論が提示されており、②「論文のテーマ設定の妥当性、重要性」は
現代の社会問題を扱うにあたって極めて重要であり、③「テーマに応じた論文の構成の妥
当性」は 1830年代から修正 13条制定までの時期に限定した上で問題の広がりを正確に位
置づけるために適切であり、④「先行研究のサーベイをふまえた専門分野における貢献度」
については先行研究の位置づけが正確であることによって理論的貢献度が大であり、⑤「デ
ータや資料に裏付けられた実証性」に関して豊富な一次史料・二次史料を渉猟した研究と
して極めて優れており、⑥「論旨展開における論証力、説得力」は豊富なデータと正確な
分析に基づいて圧巻であり、⑦「専門用語や概念の使い方における正確さ、妥当性、充分
性」については正確かつ常に理論的に正当化された用語法と言え、⑧「引用の仕方、注の
付け方、資料の利用の仕方、文献リストの作り方における正確さ、妥当性、充分性」には
いかなる問題もなく、⑨「社会科学研究科の独自性から要請される学際性、実践性」とい
う点においては奴隷制研究という歴史学・政治学・経済学・法学等の複合分野の実践的意
義を持つ考察として極めて特異な形で充足されており、⑩「論文全体としての卓越性」は
①～⑨の評価とも相まって留保なく肯定できる。
６ 結論
以上の所見と評価に鑑み、審査委員は全員一致で、本論文の著者が「博士（社会科学）」
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の学位を受けるに値すると認める。
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